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事件 事故の報告等(通常)

各事ヌは各機関の担当部署

出典 :防衛省
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事故の報告等 (軽檄な事件 事故の場合)

熙口,剰)熙)

各幕又は各機関の担当部署

事件 事故発生都隊等

事故の報告等(重大な事件 事故婿 合)

(注)  ・ は適報の流れを表す

官邸
関係省庁

各^
事

各
機
関
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内 閣 官 房 (安危 )

海上自衛隊護衛艦 「あたご」と漁盤二「清徳丸」衝突事案

内閣官房 ・官邸クロノロジー

0407  千葉県房総半島野島崎沖で事故発生

0535頃  防衛省 よ り官房長官秘書官に連絡

0540  防衛省 よ り内閣参事官 (官邸)に連絡

0548  防衛省 よ り内閣官房 (安危)参 事官に連絡

0550頃  海上保安庁よ り内閣官房 (安危)に連絡

官房長官秘書官及び内閣官房 (安危)参 事官 よ り内閣

危機管理監に連絡

※  0550以 降、官邸危機管理セ ンターにおいて、防衛省や海

上保安庁に対する事実確認等 を実施す るとともに、官邸や内閣

官房関係者への連絡 ・報告、所要の呼集等 を実施

0555  「野島崎南方における自衛鑑 と漁船の衝突事案に関す

る情報連絡室」設置

0600頃  防衛省及び内閣危機管理監よ り総理大臣秘書官に連絡

0605  総理指示 「漁船員の捜索に全力を尽 くせ」

内閣情報集約セ ンターが海上保安庁か らの第 1報 (F

AX)を 受理

0627  内閣情報集約センターが防衛省か らの第 1報 (FAX)

を受理
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新たな部隊の運用体制のイメージ

部隊の提供



日米地位協定

第

―

[― 七 条

1 この条の規定に従 うことを条件 として、
(a) 合衆国の軍当局は、合衆国の軍法に服するすべての者に対 し、合衆国の法令により与

えられたすべての刑事及び懲戒の裁判権を日本国において行使する権利を有する。

(b) 日本国の当局は、合衆国軍隊の構成員及び軍属並びにそれ らの家族に対 し、 日本国の

領域内で犯す罪で 日本国の法令によつて罰することができるものについて、裁判権を有する。

2 (a) 合衆国の軍当局は、合衆国の軍法に服する者に対 し、合衆国の法令によつて罰する
ことができる罪で日本国の法令によつては罰することができないもの (合衆国の安全に関する罪
を含む。)に ついて、専属的裁判権を行使する権利を有する.

(b) 日本国の当局は、合衆国軍隊の構成員及び軍属並びにそれ らの家族に対 し、 日本国の
法令によつて罰することができる罪で合衆国の法令によつては罰することができない もの (日本
国の安全に関する罪を含む。)に ついて、専属的裁判権を行使する権利を有する。

(c) 2及 び 3の 規定の適用上、国の安全に関する罪は、次のものを含む。
(i) 当該国に対する反逆
(ii) 妨害行為 (サボタージュ)、諜報行為又は当該国の公務上若 しくは国防上の秘密に

関する法令の違反

● 第十 し条 1(a)及び 2(a)に関する合意議事録

レ 第十 し条 2(c)に関する合意議事録

3 裁半1権を行使する権利が競合する場合には、次の規定が適用 される。
(a) 合衆国の軍当局は、次の罪については、合衆国軍隊の構成員又は軍属に対 して裁判権

を行使する第一次の権利を有する.

0 もつばら合衆国の財産若 しくは安全のみに対する罪又はもつぱら合衆国軍隊の他の
構成員若 しくは軍属若 しくは合衆国軍隊の構成員若 しくは軍属の家族の身体若 しくは財産のみに
対する罪

Gi)公 務執行中の作為又は不作為か ら生ず る罪

(b) その他の罪については 日本国の当局が、裁判権を行使する第一次の権利を有する.
(C) 第一次の権利を有する国は、裁判権を行使 しないことに決定 したときは、できる限 り
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すみやかに他方の国の当局にその旨を通告しなければならない。第一次の権利を有する国の当局
は、他方の国がその権利の放棄を特に重要であると認めた場合において、その他方の国の当局か

ら要請があつたときは、その要請に好意的考慮を払わなければならない。

>第 十七条3(a)Oi)に関する合意議事録

>第 十七条3(c)に関する合首議事録

4 前諸項の規定は、合衆国の軍当局が日本国民又は日本国に通常居住する者に対し裁判権を行
使する権利を有することを意味するものではない.た だし、それらの者が合衆国軍隊の構成員で
あるときは、この限りでない。

● 第十七条4に 関する合意議事録

5(a) 日本国の当局及び合衆国の軍当局は、日本国の領域内における合衆国軍隊の構成員若
しくは軍属又はそれ らの家族の逮捕及び前諸項の規定に従つて裁判権を行使すべき当局へのそれ
らの者の引渡 しについて、相互に援助 しなければならない.

(b) 日本国の当局は、合衆国の軍当局に対 し、合衆国軍隊の構成員若 しくは軍属ヌはそれ
らの家族の逮捕についてすみやかに通告しなければならない。

(c) 日本国が裁判権を行使すべき合衆国軍隊の構成員又は軍属たる被疑者の拘禁は、その

者の身柄が合衆国の手中にあるときは、日本国により公訴が提起されるまでの間、合衆国が引き
続き行な うものとする。

レ 第 |し条 5に 関する合意議事録

6(a) 日本国の当局及び合衆国の軍当局は、犯罪についてのすべての必要な捜査の実施並び
に証拠の収集及び提出 (犯罪に関連する物件の押収及び相当な場合にはその引渡 しを含む。)に
ついて、相互に援助 しなければならない。ただ し それ らの物件の引渡 しは、し渡 しを行な う当
局が定める期間内に還付 されることを条件として行な うことができる。

(b) 日本国の当局及び合衆国の軍当局は、裁判権を行使する権利が競合するす・くての事件
の処理について、相互に通告 しなけllばならない.

7(a) 死刑の判決は、日本国の法市1が同様の場合に死刑 を規定 していない場合には、合衆国
の軍当局が 日本国内で執行 してはならない。

(b) 日本国の当局は、合衆国の軍当局がこの条の規定に基づいて日本国の領域内で言い渡
した自由刑の執行について合衆国の軍当局から援助の要請があつたときは、その要請に好意的考
慮を払わなければならない。

8 被告人がこの条の規定にlFつて日本国の当局又は合衆国の軍当局のいずれかにより裁判を受
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綸
付
が
確
認
さ
れ
て
い
な
い
装
備
品
な
ど
の
前
払
金
額

●出荷予定磁気が経過LTいないもの

約29179億 円

●出荷予定時期が経過したもの

調達品の納入が遅延に しヽるもの

約345億 円

調達昌0納入がされたのに精輝が
遅延しているもの

約716簡 円

含計 約3,239億 円*
*喘数処理0「L●に、奮計金額は一致しない。

このうち、精輝されすに
2年以上経過した

姜情騒尋0餞払金額は、

約183億円

出輿:防椰い
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NEW SINGLE FAMILY SUBDIVIS10NS

PRO」 EC丁 TOTAL NUMBER OF UNITS REPORTED ASKING PRICES $/UNIT

PARADISE ESttAttES 373 $179,000-$199,000
IRONW00D ESttATES 108 RENttAL ONLY

IRONW00D MANOR 100 RENTAL ONLY

VILLA PAttICIA ESttATES 100 $250,000

丁ALO VERDE ESTAttES 84 $600,000-$900,000(PRELIMINARY)

STARTS GUAM GOLF RESORTS 30+ $400,000-$650,000

VILLA CARMEN 34 $370,000-$465,000

出典  GUMA REAL ESTATE INVESTOR'S GUIDE(CAPTAIN REALrrY ADVISORS)
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平成18年度国土交通省・防衛省発注
国庫債務負担行為(2年度にまたがるもの)入札調書調べ

防衛省地方防衛局等発注分

工 期 6ヶ月未満 6ヶ月以上loヶ月未満 ¬Oヶ月以上 総契約件数

合 計

件 数
( %)

65
(70%)

184
(199%)

676
(731%)

925
(100%)

金 額
(%)

4,644,556,140
(34%)

15,615,846,750
(11 6%)

115,058,512,517
(850%)

135,318,915,407
(100%)

(出典 :防衛省)

国土交通省地方整備局等発注分

工 期 6ヶ月未満 6ヶ月以上10ヶ月未満 ¬Oヶ月以上 総契約件数

合 計

件 数
(%)

39
(57%)

196
(287%)

449
(656%)

684
(100%)

金 額
(%)

9,684,915,500
(49%)

35,031,853,750
(178%)

152,357,014,600
(773%)

197,073,783,850
(100%)

出典 :国上交通省作成資料
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（テ
ロ
対
策
海
上
阻
止
活
動
に
対
す
る
補
給
支
援
活
動
の
実
施
に
関
す
る
特
別
措
置
法
に
従
っ
て
行
わ
れ
る
ア
メ
リ
カ
合

衆
国
軍
隊
等

へ
の
物
品
等
の
提
供
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
政
府
と
の
間
の
交
換
公
文
）

（日
本
側
書
簡
）

書
簡
を
も
つ
て
啓
上
い
た
し
ま
す
。
本
大
臣
は
、
日
本
国
の
テ
ロ
対
策
海
上
阻
上
活
動
に
対
す
る
補
給
支
援
活
動
の
実
施
に

関
す
る
特
別
措
置
法

（平
成
二
十
年
法
律
第

一
号
。
以
下

「法
」
と
い
う
。
）
に
言
及
す
る
光
栄
を
有
し
ま
す
。

法
の
目
的
は
、
二
千

一
年
九
月
十

一
日
に
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
に
お
い
て
発
生
し
た
テ
ロ
リ
ス
ト
に
よ
る
攻
撃
に
よ
つ
て
も
た

ら
さ
れ
て
い
る
脅
威
の
除
去
に
努
め
る
こ
と
に
よ
り
国
際
連
合
憲
章
の
目
的
の
達
成
に
寄
与
す
る
活
動
の
う
ち
、
テ
ロ
リ
ス

ト
、
武
器
等
の
移
動
を
国
際
的
協
調
の
下
に
阻
上
し
及
び
抑
止
す
る
た
め
イ
ン
ド
洋
上
を
航
行
す
る
船
舶
に
対
し
て
検
査
、
確

認
そ
の
他
の
必
要
な
措
置
を
執
る
活
動

（以
下

「テ
ロ
対
策
海
上
阻
止
活
動
」
と
い
う
。
）
の
円
滑
か
つ
効
果
的
な
実
施
に
資

す
る
た
め
、
テ
ロ
対
策
海
上
阻
止
活
動
に
係
る
任
務
に
従
事
す
る
諸
外
国
の
軍
隊
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
組
織
の
艦
船
に
対
し

て
日
本
国
の
自
衛
隊
に
属
す
る
物
品
及
び
役
務
の
提
供

（艦
船
若
し
く
は
艦
船
に
搭
載
す
る
回
転
翼
航
空
機
の
燃
料
油
の
給
油

又
は
給
水
を
内
容
と
す
る
も
の
に
限
る
。
）
に
係
る
活
動
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
日
本
国
が
国
際
的
な
テ
ロ
リ
ズ
ム
の
防
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上
及
び
根
絶
の
た
め
の
国
際
社
会
の
取
組
に
引
き
続
き
積
極
的
か
つ
主
体
的
に
寄
与
し
、
も
つ
て
日
本
国
を
含
む
国
際
社
会
の

平
和
及
び
安
全
の
確
保
に
資
す
る
こ
と
に
あ
り
ま
す
。

本
大
臣
は
、
更
に
、
法
に
従
っ
て
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
の
軍
隊
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
組
織
に
提
供
さ
れ
る
後
方
支
援
の
分
野

に
お
け
る
物
品
又
は
役
務

（以
下

「後
方
支
援
、
物
品
又
は
役
務
」
と
い
う
。
）
に
関
す
る
両
政
府
間
の
討
議
に
言
及
す
る
と

と
も
に
、
そ
れ
ら
の
討
議
の
結
果
、
次
の
取
極
を
日
本
国
政
府
に
代
わ

っ
て
提
案
す
る
光
栄
を
有
し
ま
す
。

１
　
法
に
従

っ
て
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
の
軍
隊
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
組
織
に
提
供
さ
れ
、
か
つ
、
こ
れ
ら
に
よ
り
受
領
さ
れ
る

後
方
支
援
、
物
品
又
は
役
務
の
使
用
は
、
国
際
連
合
憲
章
と
両
立
す
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
法
に
従

っ
て
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
の
軍
隊
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
組
織
に
提
供
さ
れ
、
か
つ
、
こ
れ
ら
に
よ
り
受
領
さ
れ
る

後
方
支
援
、
物
品
又
は
役
務
に
つ
い
て
は
、
日
本
国
政
府
の
事
前
の
同
意
を
得
な
い
で
、　
一
時
的
で
あ
れ
又
は
永
続
的
で
あ

れ
、
い
か
な
る
手
段
に
よ
つ
て
も
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
の
軍
隊
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
組
織
以
外
の
者
に
移
転
し
て
は
な
ら
な

い
。

３
　
法
に
従

つ
て
提
供
さ
れ
る
後
方
支
援
、
物
品
又
は
役
務
を
受
領
す
る
権
限
を
有
す
る
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
の
国
防
省
そ
の
他

こ
れ
に
類
す
る
組
織
の
職
員
は
、
書
面
に
よ
り
、
日
本
国
政
府
の
職
員
か
ら
前
記
の
１
及
び
２
に
述
べ
ら
れ
た
条
件
に
つ
き

14



通
知
さ
れ
る
も
の
と
す
る
。

４
　
日
本
国
政
府
及
び
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
政
府
は
、
こ
の
取
極
の
効
果
的
な
実
施
の
た
め
に
相
互
に
協
議
す
る
。

本
大
臣
は
、
更
に
、
前
記
の
提
案
が
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
政
府
に
と
つ
て
受
詰
し
得
る
も
の
で
あ
る
場
合
に
は
、

び
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
政
府
に
代
わ
る
そ
の
旨
の
閣
下
の
返
簡
が
両
政
府
間
の
合
意
を
構
成
す
る
も
の
と
み
な
し
、

閣
下
の
返
簡
の
日
付
の
日
に
効
力
を
生
ず
る
も
の
と
す
る
こ
と
を
提
案
す
る
光
栄
を
有
し
ま
す
。

本
大
臣
は
、
以
上
を
申
し
進
め
る
に
際
し
、
こ
こ
に
重
ね
て
閣
下
に
向
か
つ
て
敬
意
を
表
し
ま
す
。

こ
の
書
簡
及

そ
の
合
意
が

15



政・官の在り方

1 基本認識

< 省 略  >

2 対応方針

政府の政策決定における内閣主導を徹底する観点に立ち、以下
の措置をとるものとする。その際、副大臣、大臣政務官は、 「政J
と 「官」の関係について、大臣の指示に基づき、 「国務大臣、副大
臣及び大臣政務官規範Jに 定める役割を適時適切に果たす。
〔1〕 「官」は、国会議員又はその秘書から、個別の行政執行 (不

利益処分、補助金交付決定、許認可、契約等)に 関する要請、
働きかけであって、政府の方針と著しく異なる等のため、施
策の推進における公正中立性が確保されないおそれがあり、
対応が極めて困難なものについては、大臣等に報告するもの
とする。報告を受けた大臣等は、要請、働きかけを行った国
会議員に対し、             政 ・官の関係に
ついて適正を確保するなど、自らの責任で、適切に対処する。

〔2〕 法律案の作成等、政策立案の過程における 「官」から 「政」
への働きかけは、大臣等の指揮監督下にあって、その示した

方針に沿ってこれを行わなければならない。
(3〕 『官Jは 、大臣等に報告すべき情報を秘匿したり偏った情報

提供を行うことのないよう、報告責任を全うし、国家公務員
法の精神に則り、国民全体の奉仕者として、 「基本認識」で
明らかにした 「官」の役割を誠実に果たすものとする。

〔4〕 「官」は、上記 〔1〕 により大臣等に報告するものについては
日時 ・経過、内容等、当該案件の処理経過を記録し、大臣等
の確認を経た上で保存する。この場合及び上記 〔2〕 で記録
を保存する場合、記録の正確性を十分確保することろし、詳細
な発言内容を保存する場合には、改めて本人の確認を求める。

〔5〕 各府省幹部は、政 ・官関係の不適切な問題が生じないよう、
部下を指導監督する。また、必要に応じて、大臣等と解決に
向けた協議を行う。一府省の問題といえども問題の性質によ
つては、内閣として対応する。

日
せ

松‐ｖ
△
ロ

月
申

７

会

年
談

‐４
懇

成
僚

平
閣

出典 :内閣官房作成資料よ り抜粋
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平
成
十
三
年
九
月
十

一
日
の
ア
メ
リ
カ
含
衆
国
に
お
い
て
発
生
し
た
テ
ロ
リ
ス
ト

に
よ
る
攻
撃
等
に
対
応
し
て
行
わ
れ
る
国
際
連
合
憲
車
の
目
的
達
成
の
た
め
の
諸
外
国
の

活
動
に
対
し
て
我
が
国
が
実
施
す
る
措
置
及
び
関
連
す
る
国
際
連
合
決
雛
等
Ｅ
墨
づ
く

人
道
的
措
置
に
関
す
る
特
別
措
置
法
彎
一千
一
年
法
律
百
十
三
号
）
第
六
条
及
び
第
七
条

イ
ラ
ク
に
お
け
る
人
選
復
興
支
援
活
動
及
び
安
全
確
保
支
援
活
動
の
実
施
に
関
す
る

特
別
措
置
法

（二
十
三
年
法
律
第
首
三
十
七
号
）
第
八
条

自
衛
隊
法

（千
九
百
五
十
四
年
法
律
第
百
六
十
五
号
）
第
百
条
の
十

（同
条
第

一
項

第

一
号
に
掲
げ
る
ア
メ
リ
カ
台
衆
国
の
軍
隊
に
対
す
る
物
品
又
は
役
務
の
提
供
に
係
る

部
分
を
除
く
。
）



●国土交通省設置法等の一音「を改正する法律案
<予 算関係法律案>

国土交通省の組織に関し、観光立国の実現に関する施策を一体的に推進するため、
観光庁を設置するとともに、航空・鉄道事故調査委員会及び海難審判庁を運輸安全委
員会及び海難審判所に改組し、それぞれ航空事故等、鉄道事故等及び船舶事故等の

E曇 費彗緋 驚 謂 製 躙 魂 霞 攀 み鰹 謂

国土交通省 国土交通省

く国家行政組織法菫8晏の合議制の機関>
く同法和 条の0の盤捌o盤 田>

船員労働委員会 観光庁衝設)

運輸安全委員会

航空・鉄道事故調査委員会

く日憲行政la織法菫a条第2項の委員会及び庁> く目=行 政組織法粕 彙第2項 の委員会及び庁>

廃止
下

“

X2● 臓

航空・鉄道事故調査委員会

海難審判庁

:対審方式による原因究明と懲戒)

(―

全委

(■8奎 の31

鵠晰 齢曽謝貿易響
し020■予洵、国際的

※2船 晏労働委 員会の鷹止及びその事務の移管

く国土交通省>_¨ ………….

曇 鵠
‐
高轟 蒸 嘉1

:_________‐ ‐ ‐ ‐
― ―

‐ ~‐ :

所

出典 :海難審判庁

!く国土交通省>‐ ―‐―̈ ――‐‐――‐‐‐‐……、
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